
1 

 

RC単柱橋脚の 

地震損失の算定と地震リスクによる耐震性評価 
 
 

学生氏名 石井 輝尚 

指導教員 吉川 弘道 中村 孝明 

 

 
 本論は，鉄筋コンクリート(以下，RC)単柱橋脚の解析的な方法による地震リスク評価の適用を示し，地震損失の

算定と地震リスクによる耐震性評価を行うものである．まず，提案するRC単柱橋脚の4フェーズで構成される地震リ

スク評価システムの解析手法について詳論した．兵庫県南部地震によって被災した道路橋橋脚の復旧事例に基づ

いて復旧費用を算定し，RC単柱橋脚に地震リスク評価を適用する．異なる断面諸元を有する100基のRC単柱橋脚

を対象として地震リスク評価を適用しパラメトリックシミュレーションを行い，設計強度と地震リスク評価指標，地震損

失，地震損失を考慮した総費用の関係について議論した．そのパラメトリックシミュレーションの結果から設計強度と

地震リスク評価指標には明瞭な負の相関関係が確認できた． 
 

     Key Words : reinforced concrete singel pier,seismic risk assessment, seismic loss, design strength  
                          design criteria 
                              

 
1．  まえがき 
 

  1995 年以降 10 数年にわたり日本では，兵庫県南部

地震をはじめとして，新潟中越地震，新潟県中越沖地

震等の大災害が多く発生している．また，東海地震は前

回発生年と平均発生周期の関係を考えると，その切迫

性は年々増している．また，新潟県中越・中越沖地震の

ようにその切迫性が指摘されていない，未解明な断層

帯でも地震が多発しており，日本のどこで大地震が起こ

ってもおかしくない状況にある． 
    しかし，そのような状況下であっても，すべての構造

物に対して高い耐震性を付与することは，その地震の

発生確率や経済的な観点から必ずしも得策ではない．

そのことから，仕様規定型設計から個々の構造物に対

して適した性能を求める性能照査型設計へ，設計法の

移行が進められている．性能照査型設計の概念は，施

主や納税者である国民に対して明確に構造物の安全

性を示すことであり，人命の安全をどの程度保障するの

か，構造物の損害の受けやすさや，機能性をどこまで保

障するのか等の性能を示すことにある 1)．その性能を示

す合理的な方法の 1 つとして，建設地点の地域性が地

震危険度情報によって考慮できる地震リスク評価が挙

げられる．本論では，兵庫県南部地震でも甚大な被害

を受けた道路橋 RC 単柱橋脚を対象として地震リスク評

価の適用を行い，地震損失の算定と地震リスクや地震リ

スクを考慮した総費用による耐震性評価を行った．耐震

性評価は，断面緒元の異なる 100 基(設計基準を満たさ

ない橋脚も含む)の橋脚を設計計算し，それらの橋脚全

てを地震リスク評価し，RC 単柱橋脚の設計強度と地震

リスクの評価指標および地震損失を考慮した総費用の

関係により評価した． 

 また，地震リスク評価指標の定義は，対象構造物等に

より異なる場合がある．そこで，本論における地震リスク

評価指標について評価フロー2)を図-1に示した．このう

ち， 2．にて地震リスク評価方法と弾塑性応答から基盤

最大加速度への変換，3．にて脆弱性評価，4．にて地

震危険度評価，5．にてイベントリスクカーブによる地震リ

スク評価，供用期間の地震リスク評価について詳述した． 
 
2． 構造物の地震リスク評価の適用 
 

 (1)  構造物の地震リスク評価方法   

構造物の地震リスク評価は，構造物の設計計算を行

い，その構造物の保有性能を算出し，設計計算された

橋脚の地震に対する脆弱性評価を行い，その脆弱性情

報と橋脚建設地点における地震危険度情報をもとにイ

ベントリスクカーブを算出し，年間損失期待値，供用期

間損失期待値，あるシナリオ地震に対する損失期待値，

予想最大損失等により地震リスクを定量的に評価した． 
 
(2)    弾塑性応答から基盤最大加速度への変換方法 

    脆弱性評価および地震危険度解析を基盤最大加速

度にて評価するものとした．まず，荷重変位(以下，P-δ)
曲線における弾塑性の扱いについて，本論ではエネル

ギー一定則 3)を用いて評価した．縦軸に水平力，横軸

に変位を示した P-δ 曲線を図-2 に示す．ここで三角形

0AB は部材に蓄えられる弾性ひずみエネルギーを示し，

台形 0CDE は完全塑性の応答をする部材に蓄えられる

ひずみエネルギーである．エネルギー一定則とはこの

三角形と台形の面積が等しいとする考え方で，弾塑性

応答水平変位に応じた弾性応答水平耐力が決定でき

る．これが成り立つときの，荷重及び変位の関係を導くと，
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図-2 に示す三角形 0AB と台形 0CDE の面積が等しい

ことから，式(1)が成り立つ． 
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 式(1)は，塑性変形する部材と等価な弾性変形水平

耐力を求めるもので，式中の δP/δy を塑性率と呼ぶ．本

論では地震リスク評価を行うために弾性荷重を基盤最

大加速度へ変換する必要がある．そのためにまず，弾

性荷重を応答加速度に変換し，その応答加速度を基盤

最大加速度へ変換する．弾性荷重から応答加速度へ

の変換は式(2)により行った． 
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ここに，αc は弾性応答加速度，PE は弾性応答荷重，W
は等価重量，g は重力加速度である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 弾性応答加速度から基盤応答加速度への変換につ

いては，神田ら 4)が定式化した基盤最大加速度 αB と構

造物の弾性最大応答加速度 αc の関係(式(3))を用いた．

これは，地震動の地盤増幅効果及び応答による振幅の

増大が考慮されたものである． 
6523.0

Bc 44.19 α=α                                                (3)  

 図-3 に神田らの提案式による基盤最大加速度 αB と最

大応答加速度 αc の関係を示した．また，図中には基盤

最大加速度 αB の増加に伴い最大応答加速度 αc が線

形増加すると仮定した場合の最大応答加速度を併記し

た．グラフより αB=200gal 付近では 3 倍程度の応答倍率

を示すが，基盤最大加速度 αB の増加に従って αc の傾

きが小さくなり，αB=700gal 付近では 2 倍程度の応答倍

率を示すようになる．このように式(3)は，地盤の非線形

応答を考慮しているため，基盤最大加速度 αB に対して

応答倍率が伸びず，非線形な増加を示している． 
また，限界状態変位から弾性応答荷重，弾性応答荷

重から弾性応答加速度 αc，弾性応答加速度 αc から基

盤最大加速度 αB を算出し，地震リスク評価を行う手法 5)

を用いる場合は，式 (3)を式 (4)のように変形する．       

6523.0
1

c
B 44.19

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ α

=α                           (4) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
3．  地震リスク評価その1：脆弱性評価 
 

構造物の安全性の検討では，外力(主に地震)による

応答が耐力を上回らないように設計される．そこでは，

安全率を付与しており，実際の応答よりかなり余裕のあ

る設計が行われる．しかし，算出された応答や耐力は,

本来確定論的に設定できるものではなく，必ず分布をも

ってばらついている．すなわち，不確定なものとして扱
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図-2 エネルギー一定則 

PE 

損
失
率

イベントツリー解析
(Event Tree Analysis)

地震動α 無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

損
傷
発
生
確
率

無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

基盤最大加速度α(gal)

＊対数正規分布に従うと仮定

◆地震ロス関数
(Seismic Loss Function)

基盤最大加速度α(gal)

損失確率分布
(Distributionof Damage)
→β分布と仮定

期待値，平均値:NEL
(Mean Loss)

90%非超過値：PML
（The Loss Corresponding tothe Probability 

of Non-Exceedance Equal to 90%)

＊本論では，期待値をNEL，
90%非超過値をPMLと定義．

◆マルチイベントモデル
(Multi-Event Model)

年間損失期待値
(Annual Expected Loss)

長期評価

損失率

累
積
発
生
確
率

NEL

PML

･既存橋脚の場合
設計図面等より

構造計算 を再度
行い橋脚の保有
性能を算出する．

積分

供用期間損失期待値
+

＊周期性や前回発生年などが明瞭な
地震に関しては非ポアソン過程(BPT分
布)を用い，その他の地震にはポアソン
過程を用いて評価する．

累
積
発
生
確
率

基盤最大加速度α(gal)
＊本論では，汎用ソフト

P-srapを使用して算出．

地震損失評価脆弱性評価
損失の条件付確率

分布の評価

地震危険度評価 地震リスク評価

構造物の脆弱性能評価

･新設橋脚の場合
地震時 保有水

平耐力設計法に
より RC 橋脚を設
計する．

◆構造計算 ◆地震損傷度曲線
(Seismic Fragility Curve)

◆

評価に必要な情報

損
失
率

イベントツリー解析
(Event Tree Analysis)

地震動α 無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

損
傷
発
生
確
率

無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

基盤最大加速度α(gal)

＊対数正規分布に従うと仮定

◆地震ロス関数
(Seismic Loss Function)

基盤最大加速度α(gal)

損失確率分布
(Distributionof Damage)
→β分布と仮定

期待値，平均値:NEL
(Mean Loss)

90%非超過値：PML
（The Loss Corresponding tothe Probability 

of Non-Exceedance Equal to 90%)

＊本論では，期待値をNEL，
90%非超過値をPMLと定義．

◆マルチイベントモデル
(Multi-Event Model)

年間損失期待値
(Annual Expected Loss)

長期評価

損失率

累
積
発
生
確
率

NEL

PML

･既存橋脚の場合
設計図面等より

構造計算 を再度
行い橋脚の保有
性能を算出する．

積分

供用期間損失期待値
+

＊周期性や前回発生年などが明瞭な
地震に関しては非ポアソン過程(BPT分
布)を用い，その他の地震にはポアソン
過程を用いて評価する．

累
積
発
生
確
率

基盤最大加速度α(gal)
＊本論では，汎用ソフト

P-srapを使用して算出．

地震損失評価脆弱性評価
損失の条件付確率

分布の評価

地震危険度評価 地震リスク評価

構造物の脆弱性能評価

･新設橋脚の場合
地震時 保有水

平耐力設計法に
より RC 橋脚を設
計する．

◆構造計算 ◆地震損傷度曲線
(Seismic Fragility Curve)

◆

損
失
率

イベントツリー解析
(Event Tree Analysis)

地震動α 無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

損
傷
発
生
確
率

無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

基盤最大加速度α(gal)

＊対数正規分布に従うと仮定

◆地震ロス関数
(Seismic Loss Function)

基盤最大加速度α(gal)

損失確率分布
(Distributionof Damage)
→β分布と仮定

期待値，平均値:NEL
(Mean Loss)

90%非超過値：PML
（The Loss Corresponding tothe Probability 

of Non-Exceedance Equal to 90%)

＊本論では，期待値をNEL，
90%非超過値をPMLと定義．

◆マルチイベントモデル
(Multi-Event Model)

年間損失期待値
(Annual Expected Loss)

長期評価

損失率

累
積
発
生
確
率

NEL

PML

･既存橋脚の場合
設計図面等より

構造計算 を再度
行い橋脚の保有
性能を算出する．

積分

供用期間損失期待値
+

＊周期性や前回発生年などが明瞭な
地震に関しては非ポアソン過程(BPT分
布)を用い，その他の地震にはポアソン
過程を用いて評価する．

イベントツリー解析
(Event Tree Analysis)

地震動α 無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

損
傷
発
生
確
率

無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

基盤最大加速度α(gal)

＊対数正規分布に従うと仮定

◆地震ロス関数
(Seismic Loss Function)

基盤最大加速度α(gal)

損失確率分布
(Distributionof Damage)
→β分布と仮定

期待値，平均値:NEL
(Mean Loss)

90%非超過値：PML
（The Loss Corresponding tothe Probability 

of Non-Exceedance Equal to 90%)

＊本論では，期待値をNEL，
90%非超過値をPMLと定義．

◆マルチイベントモデル
(Multi-Event Model)

年間損失期待値
(Annual Expected Loss)

長期評価

損失率

累
積
発
生
確
率

NEL

PML

･既存橋脚の場合
設計図面等より

構造計算 を再度
行い橋脚の保有
性能を算出する．

イベントツリー解析
(Event Tree Analysis)

地震動α 無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

損
傷
発
生
確
率

無被害

小被害

中被害

大被害

倒壊

基盤最大加速度α(gal)

＊対数正規分布に従うと仮定

◆地震ロス関数
(Seismic Loss Function)

基盤最大加速度α(gal)

損失確率分布
(Distributionof Damage)
→β分布と仮定

期待値，平均値:NEL
(Mean Loss)

90%非超過値：PML
（The Loss Corresponding tothe Probability 

of Non-Exceedance Equal to 90%)

＊本論では，期待値をNEL，
90%非超過値をPMLと定義．

◆マルチイベントモデル
(Multi-Event Model)

年間損失期待値
(Annual Expected Loss)

長期評価

損失率

累
積
発
生
確
率

NEL

PML

･既存橋脚の場合
設計図面等より

構造計算 を再度
行い橋脚の保有
性能を算出する．

積分

供用期間損失期待値
+

＊周期性や前回発生年などが明瞭な
地震に関しては非ポアソン過程(BPT分
布)を用い，その他の地震にはポアソン
過程を用いて評価する．

累
積
発
生
確
率

基盤最大加速度α(gal)
＊本論では，汎用ソフト

P-srapを使用して算出．

地震損失評価脆弱性評価
損失の条件付確率

分布の評価

地震危険度評価 地震リスク評価

構造物の脆弱性能評価

･新設橋脚の場合
地震時 保有水

平耐力設計法に
より RC 橋脚を設
計する．

◆構造計算 ◆地震損傷度曲線
(Seismic Fragility Curve)

◆

累
積
発
生
確
率

基盤最大加速度α(gal)
＊本論では，汎用ソフト

P-srapを使用して算出．

地震損失評価脆弱性評価
損失の条件付確率

分布の評価

地震危険度評価 地震リスク評価

構造物の脆弱性能評価

･新設橋脚の場合
地震時 保有水

平耐力設計法に
より RC 橋脚を設
計する．

◆構造計算 ◆地震損傷度曲線
(Seismic Fragility Curve)

◆

累
積
発
生
確
率

基盤最大加速度α(gal)
＊本論では，汎用ソフト

P-srapを使用して算出．

地震損失評価脆弱性評価
損失の条件付確率

分布の評価

地震危険度評価 地震リスク評価

構造物の脆弱性能評価

･新設橋脚の場合
地震時 保有水

平耐力設計法に
より RC 橋脚を設
計する．

◆構造計算 ◆地震損傷度曲線
(Seismic Fragility Curve)

◆

評価に必要な情報

図-１ 鉄筋コンクリート単柱橋脚の地震リスク評価フロー2) 

図-3 基盤最大加速度と弾性応答加速度の関係
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われなければならない．信頼性理論では，確率・統計的

な方法を用いることで，この不確定性を構造物の安全性

評価を積極的に取り入れている．図-4 に，応答と耐力を

確率論的に扱った場合の概念図を示した． 

  
橋脚の耐震性能評価(脆弱性の評価)は， P-δ 曲線な

どの情報を基にして，地震損傷度曲線，地震ロス関数，

イベントツリー解析の 3 指標を用いて確率論的に評価

を行う．ただし，これらの評価は工学的解放基盤面の最

大加速度である基盤最大加速度 αB(Peak  Bedrock 

Acceleration 以下，PBA)にて行うものとする 6)． 
 
(1)  地震損傷度曲線 

確率論的に応答と耐力の関係(図-4)を考えた場合，

外力に依存を受ける応答は，外力の大小により図中右

左へ移動する．右へ移動すれば損傷の発生確率は大

きくなり，逆の場合小さくなる．この確率を縦軸にとった

曲線を地震損傷度曲線(Seismic Fragility Curve)とよび，

ある限界状態の場合の概念図を図-5 に示す．この曲線

により，定義した限界状態の任意の外力における損傷

発生確率を求めることができる．この曲線が全体的に右

側に位置すれば耐震性は高く，左側に位置すれば耐

震性は低いといえる．ただし,確率は定義した損傷の発

生確率を意味しており，損傷の度合いを表すものでは

ない． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    地震損傷度曲線を求める方法には，①解析的な方法，

②統計的な方法，③経験的な方法，が考えられる 7)．本

論では①の解析的な方法を用いる．この解析的な方法

では，信頼性理論を適用する．ここで，構造物の耐力を

R，地震動の大きさを S とすると，性能関数は式(5)のよう

になる. 

S
RZ =             (5) 

もし，R と S が互いに独立で対数正規分布に従うのであ

るならば，Z も対数正規分布となり，作用荷重 S が耐力

R を上回る確率は式(6)で算定できる．        

dZZln
2
1exp

Z2
1S][RP

2

Z

Z
1

0 Z ⎪⎭

⎪
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⎫
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⎨
⎧

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
ζ

λ−
−

ζπ
=< ∫          (6) 

ここに，λＺは lnZ の平均値，ζZ は対数標準偏差である． 
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2
RZ 11ln ν+ν+=ζ                         (8) 

ここに，νR は構造物の耐力の変動係数，νS は地震動の

大きさの変動係数である．積分関数を x=rm・Z として式

(6)を変数変換すると，損傷確率は式（9）にて算定できる． 

dxrlnxln
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=               (9) 

 式(9)は地震動の大きさ sm が与えられた時の条件付

限界状態発生確率を表している．sm を変数として 0～∞
まで変化させると，地震動の大きさに応じた損傷の発生

確率がわかる地震損傷度曲線が得られる． 
 

(2)  イベントツリー解析   
構造物の脆弱性情報を評価することは，被害形態を

分析し，発生確率と損失を明確にすることである．その

手段の 1 つとして，イベントツリー解析 (Event Tree 
Analysis)が挙げられる．構造物の地震損傷イベントを橋

脚基部の曲げ破壊に限定した本論のイベントツリーを

図-6 のように設定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 地震ロス関数 
    地震時の各限界状態(損傷)の発生確率は，地震動

の大きさに依存する.したがって，地震リスクを示す損失

期待値は式(10)にて算出することができる． 

∑
=

×α=α
n

1i
iiNEL c)c.(obPr)C(            (10) 

 ここで，CNEL は損失期待値(NEL；Normal Expected 
Loss)，Prob.(ci|α)はある地震動の大きさにおける損失 ci

の発生確率，ci はある地震動における損失額である．式

(10)は損傷の可能性が高いほど，または損失が高いほ

ど，リスクは大きいと表現され損失を伴う様々な意思決

定問題を扱う上で，基本的な損失予測の評価式である．   

このような地震動の大きさと損失期待値の大きさの関係

を表す関数を地震ロス関数(Seismic Loss Function)とい

い，図-7 の実線で示している． CNEL は，ばらつきを伴う

損失の平均的な姿であり，実際の損失は図-7 に示すよ

外力 S 
図-4 確率論的な応答と耐力の関係

応答の確率密度：S 
耐力の確率密度：R

応答の中央値 耐力の中央値 

破壊確率

1.0 

0 

0.5 

外力：S耐力中央値 

耐震性が高い

耐震性が低い 

図-5  地震損傷度曲線 
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Prob.(c2|α) 

Prob.(c1|α) 
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ΣProb.(ci|α)=1.0 

被災度ランク 発生確率 Pi 損失額 ci

C (小被害)

B (中被害)

A/As (大被害)

図-6 イベントツリー解析 
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うな分布を伴っている．一方，このばらつきを反映した損

失情報として，米国で発祥した保険情報の 1 つである

予想最大損失(PML； Probable Maximum Loss)がある．

PML は「対象施設あるいは対象地域に散在する施設に

対し，最大の損失をもたらすような地震が発生し，その

場合の予想最大損失額の 90%非超過値に相当する損

失額」と定義する．図-7 には破線で地震動の大きさを条

件とした CPML も示している．損失のばらつきが大きけれ

ば，当然同値も大きな値をとることになる．以下に CPML

の具体的な算出法を示す．CPML を求めるために地震動

の条件付損失率の分布を考える．地震動の条件付損失

率の分布が上下限値を有する β分布をとると仮定 8)した

時，ある加速度において式(11)にて損失率の確率分布

図を得ることができる． 

10,)1(
),(

1)( 11 <<−= −− ccc
rq

cf rq

β
         (11) 

ここで，q,r は β 分布のパラメータで， q,r と分散 σ2，q,r
と平均値（損失期待値）μ との関係式，式(12)，(13)から

算定する. 

2

22 )(q
σ

σ+μ−μμ
−=                         (12) 

( )
2

223 12r
σ

−σμ−μ−μ
−=                             (13) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．地震危険度評価 
 
    対象地点の地震危険度は，構造物を建設するサイト

に依存するもので，サイトに影響を及ぼす可能性のある

過去の地震データ，活断層資料，地質構造，地球物理

学の知見から得られる．一般的には Cornell9)の地震ハ

ザード評価手法が知られている．一方，広域に散在する

施設や有機的に広がるライフラインなどを対象とする場

合，地震ハザード曲線ではなく，震源位置とマグニチュ

ードを確定的に与えるシナリオ地震に基づく必要がある．

こ の 方 法 は ， マ ル チ イ ベ ン ト モ デ ル (multi-event 
model)10)と呼ばれ，震源を明示的に特定するため地震

リスク評価では特に有用されている．本論においても，

マルチイベントモデルによる地震危険度評価を行った． 

 
(1)    単年度の評価 

    地震危険度の単年度評価は，評価サイトにおいて起

こりうる地震の基盤最大加速度の上位 100 位までの地

震を用いて評価を行った．距離減衰式に安中らの式 11)

を用い，工学的開放基盤上での最大加速度(PBA : 
Peak Base-rock Acceleration)で地震危険度を評価し，

横軸に地震動の大きさを取り縦軸に累積発生確率を取

るグラフとして表す．また，累積発生確率は式(14)にて

算出するが，これは累積発生確率が 1 を超えないため

にこの式を用いている．ただし，1 を超えない限り発生確

率を単純に足した結果とほぼ一致する値となる． 
 
Qi=1-(1-P(Ei))(1-Qi-1) ,  i=2 ～100                         (14) 
 

ただし，Q1= P1 である．ここで，Qi は上位 i 番目までの地

震の累積発生確率，P(Ei)は上位 i 番目の地震の発生

確率である．考慮されるシナリオ地震 10)は，プレート内

で生じる地震規模のやや小さなプレート内地震(M5.5～

M6.5)，断層が地表面に現れている活断層地震，プレ

ート境界でのプレートの沈み込みに起因するプレート境

界地震，震源が特定できないバックグラウンドの内陸地

震の 4 種類の地震である．バックグラウンドの内陸地震

は緯度経度ともに 0.2°間隔に想定された地震である． 
 
(2) 長期評価 
 地震危険度を長期にわたって評価する場合，地震情

報は単年度情報と一切変わらない．その上で，各地震

の発生確率はポアソン過程(Poisson Process)に従う地震

と非ポアソン過程に従う地震に分けられるものとする．周

期性を有する陸域の活断層地震とプレート境界型地震

で前回発生年，平均発生周期が確かな地震に対しては

非ポアソン過程を用い，これらに含まれないバックグラウ

ンドの地震，前回発生年や平均発生周期が不明な活断

層地震およびプレート境界型地震，比較的小規模でラ

ンダム性が伺える地震にはポアソン過程用いて評価す

る．非ポアソン過程での評価で必要となる前回発生年，

平均発生周期は文部科学省地震調査研究推進本部の

データ12,13)を用いた． 
 
a) ポアソン過程による評価 

   バックグラウンドの地震，前回発生年や平均発生周期

が不明な活断層地震およびプレート境界型地震，比較

的小規模でランダム性が伺える地震は時間，空間軸の

任意の点でランダムに起こりうる事象を記述するモデル

であるポアソン過程によって評価した．ポアソン過程の

特徴は，時空間の区間での事象の発生確率を独立とし

ている点である．微小時間の区間 tΔ における事象発生

確率は， tΔ に比例し tΔν と表すことができ，微小区間

tΔ の間に 2 回以上の発生確率は無視できるほど小さ

いと仮定する．事象の発生確率は以下のようなポアソン

分布(poisson distribution)で記述できる 14)． 

 )texp(
!j
)t()t,j(P

j

ν−
ν

=ν                           (15) 

ここで，j は発生回数，ν は年当たりの発生確率，t は時

間である．橋脚の供用期間を対象にすると，2 回以上の

生起確率は無視できなくなる．そこで，地震の発生回数

に応じ地震損失の可能性が増加すると考えれば，評価

NEL 

PML 

損失の確率分布

図-7 地震ロス関数 
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期間中にイベント m と遭遇する確率は以下のように求

められる． 

t)texp(
!j
)t(P m

1j

j
)t(

X νν−
ν

=∑
∞

=

≒                       (16) 

　　　　　　　　　

　

0.1)tt(;632.0
0.1)tt(;)texp(1)x(P

0nm

0nmmmX

≥−ν=
<−νν−=                 (17) 

t を供用期間(tn-t0)を用いて表せば以下のようになる． 
    

{ }
　　　　　　　　　　　　　

　　

0.1)tt(;632.0
0.1)tt(;)tt(exp1)x(P

0nm

0nm0nmmX

≥−ν=
<−ν−ν−−=         (18) 

 
b)  非ポアソン過程による評価 
  非ポアソン過程は，周期性が明確な大規模地震の

評価を対象として一度その地震が起こればその地震の

余震を除いてその震源が同じ規模で再び活動する可能

性は低いと考える 14)．つまり，橋脚の供用期間の間に同

じイベントは 2 回以上発生しないと仮定する．イベントの

発生は時間を確率変数とする関数で表され，本論では，

初期(地震発生直後)の応力状態，一定速度の応力蓄

積と擾乱を考慮した時間予測モデルが表現できるという

特徴も持つ BPT(Brownian Passage Time)分布を採用し

た．BPT 分布の一般式を以下に示す． 

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

δμ
−μ

−
πδ
μ

=
t
)t(

2
1exp

t2
)t(f 2

XX

2
X

32
X

X
X          (19) 

ここで，μX は平均値，δX はその変動係数である．地震動

の平均発生周期を μTR，地震動の平均発生周期の変動

係数を νTR とすれば，式(20)は以下のように書き換えるこ

とができる．  

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

δμ
−μ

−
πδ
μ

=
t
)t(

2
1exp
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)t(f 2

TRTR

2
TR

32
TR

TR
x           (20)  

また,供用期間(tn-t0)の間に，イベント m と遭遇する確率

は以下の式 15)によって求めることができる． 

∫
∫

δμ−

δμ
=−

0

n

00n
t

0 TRTR

t

t TRTR

m
)tt(

X
),t(f1

),t(f
)x(P                     (21) 

ここで，f(t｜μTR,δTR)は式(20)で示した BPT 分布の密度

関数である．式(21)は前回発生年から評価年まであるイ

ベントが発生しなかったという事実を反映した式で，この

式を用いることで切迫性を考慮することができる．図-8
にその概念図を示す． 斜線部は地震の前回発生年か

ら評価開始年までの発生確率の和である． 

 
5． 地震リスク評価その2：イベントリスクカーブ  
 

(1)    イベントリスクカーブ 

イベントリスクカーブ(Event Risk Curve)とは，構造物

の脆弱性情報の評価の 1 つである地震ロス関数とマル

チイベントモデルを組み合わせ，対象構造物の地震リス

クを表したものである 7) (図-9)． 
 

(2) 年間損失期待値 

    年間損失期待値は，一年間当たりの建設地点の地

震損失期待値を表している．年間損失期待値は式(22)
にて算定できる． 

)EC()E(PC iNEL
i

iAEL ⋅= ∑                             (22) 

ここに，P(Ei)はシナリオ地震 i の一年当たりの発生確率， 
(CNEL|Ei)はシナリオ地震 Ei に対しての損失期待額 CNEL

である．式(22)を展開すると CAEL はイベントカーブの面

積（図-9）に相当することがわかる． 

 
 
(3)   供用期間の地震リスク評価 
 供用期間損失期待値の算出は，(1)および(2)に示した

方法と同様，構造物の脆弱性情報である地震ロス関数

と長期評価を行った地震危険度情報である供用期間の

マルチイベントモデルを組み合わせた供用期間イベント

リスクカーブを算定し，供用期間イベントカーブの面積

に相当する供用期間損失期待値を式(22)によって算出

する．ただし，供用期間損失期待値の場合，式(22)の
P(Ei)はシナリオ地震の供用期間発生確率となる． 

 
6．復旧費用の算定 
 

通常，RC 単柱橋脚を設計する際には，曲げ破壊が

先行するよう設計される．そこで本論では破壊モードが

曲げ破壊になるように RC 橋脚を設計し，橋脚の被害形 

態をせん断破壊は考慮せず，橋脚基部の曲げ破壊の

みに限定する．また，橋脚の設計照査では橋軸方向と

図-9 年間損失期待値 AEL の算出 
損失率

0 1

1

累
積

発
生
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累
積
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イベントリスクカーブ(NEL)

図-8 切迫性を考慮した考え方 16) 
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橋軸直角方向の 2 方向を照査するが，耐力の低い橋軸

直角方向を地震リスク評価の対象とした． 

    また，地震による損失は，直接被害(復旧費用等の物

的損失)，間接被害(経済損失，営業損失)があるが，  本
論では復旧費用(直接工事費17)のみ)を損失と設定した．  
 

(1)  RC単柱橋脚の被災度ランクの設定 
本論で対象とするRC単柱橋脚の被災度ランクは，

1995年の兵庫県南部地震により被災した都市高速道路

高架橋の復旧事例18)等を参考に設定した．兵庫県南部

地震で被災を受けた都市高速道路高架橋の被災度の

判定は，道路復旧対策便覧(震後復旧編)19)に示される

5段階(As，A，B，C，D)の被災度分類(図-10)に基づき

行われた．この5段階評価の基本的な考え方は，Asおよ

びAは甚大な被災であり再構築による復旧が望まれるも

の，BおよびCは残留耐荷力はあるが補修・補強が必要

なもの，Dについては無被害か非常に軽微なものであり

場合によっては長期展望にたった補修が必要なものと

なっている18)．以上に基づき，本研究におけるRC橋脚

の被災度ランクの設定とその定義を表-1に示す．本論

においては，被災度AsおよびA(大被害)は，杭やフー

チングは橋脚躯体と比べ耐力が高いことからそれらの損

傷は無いものと考え，橋脚躯体の柱および梁部の取り

壊し，撤去後に同部の再構築を実施，被災度B(中被

害)はエポキシ樹脂によるひび割れ注入の補修を実施し

た後，RC巻立て工法による補強を実施，被災度C(小被

害)はエポキシ樹脂によるひび割れ注入の補修を実施，

被災度D(無被害)は補修や補強は実施しないものとした． 
 

(2)  復旧費用の算定 
    復旧費用(損失額)の算定21~24)の条件として，ひび割

れへの樹脂注入(エポキシ樹脂)の補修を実施する場合，

ひび割れ箇所やひび割れの数を断定することは不可能

なため，ひび割れ範囲を柱径(本研究では4m)とし，平

均ひび割れ幅1mm，平均深さ30cm，ひび割れの発生

間隔20cm，注入箇所はひび割れ発生箇所の1/4(小被

害Cの場合)，1/3(中被害B場合)と仮定した25)．RC巻立

て工法による補強は，一般的に採用されている，巻立て

厚さを250mm，軸方向鉄筋はD32を150mmピッチ，帯

鉄筋はD22を100mmピッチで配筋した26)．また，再構築

を実施する場合はもとの橋脚に戻すのではなく，どの橋

脚の場合でも，本研究で設計計算した中で最も耐震性

の高い設計強度ξ=1.211の橋脚を構築するものとした．

以上に基づいて復旧費用(直接工事費)を積算した結果，

図-11のとおりとなった．図-11にP-δ曲線と被災度ランクと

復旧費用の関係を示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

被災度 被災度の状態 損傷状態 具体策

 D(無被害) 降伏以前（耐震性能1） 補修の必要なし -

C(小被害) 降伏以降 補修のみ ひび割れ注入

B(中被害) 耐震性能2を超える状態 補修・補強
ひび割れ注入
RC巻立て補強

A・ As(大被害) 終局以降 再構築
撤去

再構築

表-1 被災度ランクと復旧工法 

図-10 RC 橋脚基部に損傷が生じている場合の被災度判定 19) 

図-11 荷重変位曲線と復旧費用の関係 
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7．RC単柱橋脚の地震リスク評価 
    
  前章までに示した評価方法に従って，実際にRC単柱

橋脚に適用し，地震リスク評価を行った．以下にその結

果を示した． 
 
(1)  道示Ⅴに基づくRC橋脚の設計計算  
本論では，道路橋示方書･同解説Ⅴ編 20)(以下，道示

Ⅴ)に準拠し，地震時保有水平耐力法によって RC 単柱

橋脚の設計計算を行った．設計条件は表-2 に示す通り

である．この場合，最終的な設計照査式は，以下の式
20)によって与えられる． 

ahc PWK <⋅                          (23) 
ここで，Khc は設計水平震度，W は等価重量，Pa は橋脚

の地震時保有耐力である．また，本論では橋脚の耐震

性能を示す指標を設計強度 ξ27)と呼び，式(24)の通り定

義する． 

Wk
P

hc

y=ξ                                     (24) 

ここで， Py は橋脚の降伏耐力であり，地震時保有水平

耐力 Pa に相当する．設計強度 ξ は橋脚の保有耐力を

地震力で除したものであり，ξ が 1.0 以上ならば設計段

階で OK と判定され，ξ が 1.0 未満ならば NG と判定さ

れることになる．道示Ⅴに基づく設計照査上では，OK
または NG の 2 者のみが議論される(non-collapse-based 
design)． 

 
 
 
 
 
 
(2)   対象橋脚 

 図-12に示すような直径4mの円形断面を有するRC単

柱橋脚を地震損失の算定および地震リスク評価の対象

とする．地震リスク評価の対象とするRC単柱橋脚は，レ

ベル2タイプⅡ地震動に対して道示Ⅴの地震時保有水

平耐力法をぎりぎり満足する橋脚(ξ=1.01)とする．表-3
に対象橋脚の性能諸元，図-13にP-δ曲線を示した． 
 
 (3) 対象橋脚の脆弱性評価 
   まず，設計計算により求められた橋脚の保有性能から

評価対象橋脚の脆弱性評価を行った．その結果を図-
14 に地震損傷度曲線，図-15 にイベントツリー解析結果，

図-16 に地震ロス関数を示した．なお，地震損傷度曲線

を率は低いということが言える．イベントツリー解析の結

果，500gal の地震動が発生した場合，対象橋脚の損失

期待額は 126 万円となった．図-16 の地震ロス関数をみ

ると，グラフの傾きが大きく異なるところがある．これは，

図-14 の地震損傷度曲線に起因しており，被災度 C(小
被害)と被害の損傷発生確率は基盤最大加速度が低い

時点ですでに立ち上がりを見せ，逆に中被害以降の損

傷発生確率は基盤最大加速度が約 300gal を越えた時

点でようやく立ち上がることがわかる．このことから，現行

の規定を満足した橋脚は大地震時でも大きな損傷を受

ける確率は低いということが言える．  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

9.0m

9.7m

8.4m
2.2m

13.7m

(a) 評価対象橋脚正面図 (b) 評価対象橋脚側面図

8.4m

11.5m 

1.6m

2.4m

4.0

(c) 評価対象橋脚躯体断面図 

図-12 評価対象橋脚 

設計強度 ξ
コンクリート圧縮強度 fc' 21 N/mm2

主鉄筋量(SD295) As 830 cm2

主鉄筋配筋方法 -
帯鉄筋(SD295) - D22@150mm
初期降伏耐力　 Py0 2846 kN
地震時保有耐力

　　　　(降伏耐力)
Py 3992 kN

降伏変位　 δy 0.0403 m
終局変位 δu 0.2045 m
設計水平震度の標準値 khc0

設計水平震度 khc

等価重量 W 5734 kN
慣性力 khc・W 3956 kN

1.01

1.75
0.69

1.5段配筋

表-3 性能諸元 表-2 設計条件 20) 

橋の重要度の区分 B
地盤種別 Ⅱ種地盤

地震動タイプ レベル2タイプⅡ地震動
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Y0:初期降伏
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図-13  P-δ 曲線 
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(4) 地震危険度評価結果 

 

a)  単年度評価結果 
     建設地点を本論では東京都新宿区とし，単年度の

地震危険度評価は，評価期間は 2006 年 1 月から 1 年

間とした．その結果を表-4 および図-17 に示す．最大の

損失をもたらす地震は，緯度 35.7°経度 139.7°における

マグニチュード 6.5 の震源が特定できないバックグラウ

ンド地震とよばれる内陸地震である．この地震による工

学的解放基盤面での最大加速度は約 314gal であるが，

この地震の再現期間は約 3000 年とごく稀な地震という

ことができる．また，軽微や小被害の中央値を超える

150gal 前後の中程度の大きさを有する地震の発生確率

が高いことが特徴として挙げられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b)  長期評価結果 

     BPT 分布の変動係数に関しては，それぞれの地震

動において 0.17 から 0.2412)まで幅があり，そのうえで繰

返し発生回数は少ないことから，本論では変動係数を

0.2 に統一して評価を行った．非ポアソン過程によって

評価した中から，ここでは，1923KANTO 地震の長期評

価結果をポアソン分布により評価した場合と併せて図-
18 に示した．長期評価した結果，BPT 分布とポアソン分

布で評価した場合とでは，その発生確率は大きく異なる

ことがわかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    単年度の評価により算出した東京都新宿区における

基盤最大加速度上位 100 の地震について，平均発生

周期と前回発生年が明確な地震に関して BPT 分布を

用いて長期評価し，バックグラウンドの地震，前回発生

年や平均発生周期が不明な活断層地震およびプレート

境界型地震，比較的小規模でランダム性が伺える地震

はポアソン分布により長期評価を行った．評価開始年を

2006 年 1 月とした時の東京都新宿区の地震危険度の

長期評価結果である供用期間のマルチイベントモデル

を図-19 に示した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0
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基盤最大加速度：PBA(gal)

損
失

額
(×

1 万
円

)

PML
NEL

図-16 地震ロス関数(ξ=1.01)

図-15 地震ロス関数(ξ=1.01)

限界状態 発生確率Pi
損失額ci

（×1万円）
リスクの要素

ΣPi=1.0 CNEL=126.1万円

αB=500gal 被災度D
(無被害)

被災度C
小被害

被災度A/As
大被害

0.029

0.924

0.038

0.010

被災度B
中被害

0 0

96 88.7

666 25.3

1209 12.1

0
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0.4

0.6

0.8

1

0 200 400 600 800 1000 1200
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損
傷

発
生

確
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被災度B

被災度C

図-14 地震損傷度曲線(ξ=1.01) 

表-4 地震危険度リスト 
地震番号 震源番号 震源名称 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 発生確率Pi(%) 累積発生確率Qi(%) PBA (gal)

1 5359 ( 139.70 , 35.70 )  M6.5 0.0328 0.0328 313.85
2 260  1703,1923 KANTO     M8.0 0.1914 0.2241 270.05
3 5358 ( 139.70 , 35.70 )  M6.0 0.0835 0.3075 252.25
4 5554 ( 139.90 , 35.70 )  M6.5 0.0328 0.3401 245.8
5 5158 ( 139.50 , 35.70 )  M6.5 0.0328 0.3728 244.75
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

100 4962 ( 139.30 , 36.10 )  M6.0 0.0831 12.6218 36.55

図-17 マルチイベントモデルによる地震危険度評価
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図-19 供用期間マルチイベントモデル
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図-18 1923KANTO 地震の長期評価結果 
2006 年 1 月
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(5)  地震リスク評価結果 
  脆弱性評価の1つである地震ロス関数とマルチイベント

モデルによる地震危険度評価(単年度の評価，長期評

価)を組み合わせ，地震動の大きさの条件付を解除して，

イベントリスクカーブを算定し，年間損失期待値AELと

供用期間損失期待値を算出した． 
 
a)  単年度評価 
 設計強度ξ=1.01のRC単柱橋脚を地震リスク評価した

結果，東京都新宿区における基盤最大加速度PBAの

上位100地震による年間損失期待値CAELは0.9万円，再

現期間約475年に相当する1923KANTO地震による損

失期待額CNELは61.3万円，予想最大損失額CPMLは

135.9万円となった(図-20)． 
 
b) 供用期間の地震リスク評価 

 図-16に示した地震ロス関数と図-19に示したポアソン

分布とBPT分布を用いた供用期間マルチイベントモデ

ルから，図-21に示した供用期間イベントリスクカーブを

算定した．また，供用期間のイベントリスクカーブの面積

に相当する供用期間損失期待値を図-22に示した． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8．設計強度を変数としたパラメトリックシミュレー  
   ション 
 
  断面性能の異なる100断面のRC単柱橋脚を前章で

示した地震リスク評価と同様に評価し，設計強度を変数

としたパラメトリックシミュレーションを行った．評価した

RC単柱橋脚は，外観を図-12に示した橋脚と全て同じと

し，主鉄筋比，鉄筋強度，コンクリート強度を変化させた．    
地震リスクの評価は，表-5に示したように対象地震を特

定地震(本論では，1923KANTO地震)とした地震損失

(NEL，PML)とその地震損失(NEL)と初期費用の和をで

ある総費用(CT(NEL))による評価(評価A)とマルチイベント

モデルによる地震危険度評価で用いた全地震動を用い

た年間損失期待値AELによる評価(評価B)の2つ評価

手法を用いた．また，主鉄筋比pと設計強度ξの関係，保

有靱性率μと設計強度ξの関係，設計強度ξと初期コスト

CIの関係も同時に示し，これらの関係から，設計基準段

階では可/不可(OK/NG)に分けられる橋脚100基の耐震

性を考察した． 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 100断面の設計 
 前項7.の対象橋脚を基本モデルとして，さらに耐震性

能の異なる100断面を設計した．ここでは，主要断面諸

元として，表-6に示すようなパラメータを設定し，設計強

度ξは，ξ=0.791~1.211となり，結果的に保有靱性率は

μ=3.16~14.4であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 主鉄筋比pと設計強度ξの関係 

   100 基の橋脚の躯体主鉄筋比 p と設計強度 ξの関係

を図-23 に示す．主鉄筋比 p と設計強度 ξ は正の相関

関係にあることが確認できる．ただし，100 基のデータ群

の中には，同じ主鉄筋比 p でも異なる設計強度 ξ の値

になることや，その大小関係が逆転するデータも見受け

られる．この要因として考えられるのは，まずコンクリート 
強度や主鉄筋強度の違いが大きく影響していると考えら

れる．その他に，同鉄筋比 p でも主鉄筋の配筋方法が

異なれば，設計強度も異なるということが推測される． 
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図-21 供用期間イベントリスクカーブ(NEL) 
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図-20 イベントリスクカーブ(ξ=1.01)
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表-5 地震リスクの評価手法 

対象地震 結果

評価A 特定地震(シナリオ地震)
本論では，1923KANTO地震

地震損失(NEL,PML)
総費用(CT(NEL))

評価B
マルチイベントモデルによる
地震危険度評価の全地震動 年間損失期待値AEL

橋脚の形式 T型単柱橋脚
高さ 11.5m

断面幅 4.0m
 主鉄筋

配筋方法 1段，1.5段，2段
降伏強度 SD295,SD345

 帯鉄筋
配筋 D22@150mm

降伏強度 SD295,SD345
コンクリート
圧縮強度fc' 21，24，27，30N/mm2

表-6 橋脚の設計パラメータ
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(3) 設計強度ξと地震リスク評価指標の関係 

    設計強度ξと 1923KANTO 地震による地震損失(損
失期待額 CNEL および予想最大損失額 CPML)，東京都

新宿区のマルチイベントモデルによる地震危険度評価

の全地震を用いた年間損失期待額 CAEL の関係を図-
24 に示す． 

設計強度 ξ と地震リスク評価指標にはばらつきはある

ものの明瞭な負の相関関係が確認できる．ただし，100
基のデータ群の中には，同じ設計強度 ξ でも異なる損

失額になることや，その大小関係が逆転するデータも見

受けられる．東京都新宿区の地震危険度評価の結果は，

最大の損失をもたらす地震でも約 300gal であることから，

地震損失の影響度は被災度ランク C(降伏)が大半を占

めている．そのため，東京都新宿区の場合は，同じ設計

強度の場合，靱性が高い橋脚よりも地震時保有水平耐

力が高い橋脚の方が地震リスクは低くなる． 
 エネルギー一定則の関係から地震時保有水平耐力が

異なる場合でも同じ設計強度となる橋脚は，設計段階

では同じ耐震性能を持つと判定されるが，地震リスク指

標によって評価をすると，その耐震性は異なることがわ

かった． 
 
(4) 設計強度ξと初期コストCIの関係 
 100基の橋脚の初期費用を積算21~24)した結果を図-25
に示した．初期費用CIと設計強度ξの関係(図-25(a))か
ら初期性能が高いほど初期費用CIが高くなるが，中に

はその上下関係が逆転するデータも見受けられた．た

だし，(a)に示した初期費用を基準化すると，ξ=1.00の橋

脚を基準価格として，設計強度ξを約±20%の範囲で変

化させても，初期費用CIは約±5%の範囲に収まってい

ることから，フーチングの大きさや杭の本数が変わらな

い範囲で耐震性をあげても初期費用CIに大差がないこ

とがわかる(図-25(b))． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

(a) 設計強度ξと損失期待額 CNEL の関係 

CNEL = -1.83ξ + 2.52
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(b)  設計強度ξと予想最大損失額 CPML の関係 

CPML= -4.08ξ + 5.61
0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0

2.4

0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3
設計強度　ξ

予
想

最
大

損
失

額
 C

PM
L 

(×
10

0 万
円

) NG NG

CPML：1923KANTO による予想最大損失 

OK 評価 A

CAEL = 1.20ξ-7.85

0

2

4

6

8

0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2 1.3
設計強度　ξ

年
間

損
失

期
待

額
 C

A
EL

(×
1 万

円
)

NG NG

(c) 設計強度ξと年間損失期待額 CAEL の関係 

図-24  設計強度ξと地震リスク評価指標の関係 

OK 評価 B

(b) 設計強度ξと基準化初期費用 CSI の関係

CSI = 0.119ξ + 0.889
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(a) 設計強度ξと初期費用 CI の関係 
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図-23 主鉄筋比 p と設計強度ξの関係

 

図-25 設計強度ξと初期費用の関係 
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(5) 設計強度 ξ と総費用の関係 
    供用期間内に地震危険度評価の上位 100 の地震の

うち 1923KANTO 地震のみが 1 回起こることを想定する．

100 断面の設計強度 ξ と 1923KANTO 地震による損失

期待額 CNEL と初期費用 CI の和である期待総費用

CT(NEL)の関係を図-26 に示す．式(25)は総費用 CT(NEL)

の算出式である． 
                                  (25) 
                                                        

設計強度 ξ と 1923KANTO 地震による期待損失額

CNEL による総費用 CT(NEL)の関係はどの設計強度 ξ でも

あまり大差はなかった．  
 
 
 
 
 

 
                                                             
 

 
 
 
 
 
 
9．結論 
    
    本論ではまず，構造物への地震リスク評価を適用方

法と本論における地震リスクの定義を示した．次に，兵

庫県南部地震の復旧事例に基づいた被災度ランクの設

定と復旧費用の算定，RC 単柱橋脚の地震損失の算定

と地震リスク評価を行った．さらに，断面性能の異なる

100 基の橋脚を用いた設計強度を変数としたパラメトリッ

クシミュレーションを行い，RC 単柱橋脚の耐震性につ

いて考察した． 
 
［復旧費用の算定］ 
 ・ 兵庫県南部地震の橋脚の復旧事例を参考に被災  
       度ランクを決定し，被災度ランク毎に復旧費を算定

した結果，被災度ランク C は約 96 万円，被災度ラ

ンク B は約 666 万円，被災度ランク A/As は約

1209 万円となった．耐震性能 2 を超えない損傷ま

で被災度ランクは C であることから，復旧費用だけ

を考えれば，地震時の損傷を耐震性能 2 までに抑

えると良い． 
 
［設計強度を変数としたパラメトリックシミュレーション］ 
 ・ 設計強度 ξ，と地震リスク指標(AEL，NEL，PML)と 
   の関係には明瞭な負の相関関係を確認することが

できた． 
 ・ 地震リスク評価の場合では，同じ耐震性能を保有し 
   ていても(同じ設計強度 ξ)，保有靱性率 μが高い 
   橋脚の方が損失額は高くなり，地震時保有水平耐 
   力が高いほど損失額は低くなるということがある． 
 ・ 設計強度 ξと地震リスク評価指標(AEL，NEL， 

   PML)の関係から明らかなように，ξ≧1(設計基準を 
   満足する)と ξ<1(満足しない)は設計照査において 
   可/不可(OK/NG)に分離されるのに対し，地震リス 
   ク評価は連続的に変化し，設計基準は関係せず地 
   震時の損失(リスク)を直接的・数値的に算出するこ 
   とができる． 
 ・ 断面諸元の異なる 100 基の橋脚について初期費  
   用 CI の積算を行った結果，設計強度 ξを約±20% 
   の範囲で変化させても，初期費用 CI は設計強度 
   ξ=1.00 の価格に対して約±5%の変化しかみられな 
   かった． 
 ・ 供用期間内に 1923KANTO 地震のみが 1 回起こ

ることを想定する時,設計強度 ξ と初期費用 CI と

1923KANTO 地震による損失(CNEL)を考慮した総

費用とした場合，設計強度 ξ と期待総費用 CT(NEL)

の関係は，どの設計強度 ξ に対しても期待総費用

CT(NEL)に大差はなかった． 
    

性能照査型設計，異なる複数の構造物の耐震補強

戦略，リスクファイナンスの適用に際して，本研究で用い

たような地震リスク評価は数値的に明快な地震リスク情

報を付与することができるため適している．特に，年間

損失期待値 AEL や供用期間損失期待値に関しては建

設地点の地震危険度評価(マルチイベントモデル)が直

接反映されることも特徴である．  
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LOSS ESTIMATION AND EVALUATION OF REINFORCED CONCRETE SINGLE 
PIERS BY SEISMIC RISK ANALYSIS 

 
Terunao ISHII 

  
            This paper deals with an analytical method of seismic risk assessment for reinforced concrete single piers. 

First of all, the paper showed an analytical procedure of the proposed seismic risk assessment system for 
reinforced concrete single piers, which consists of four phase; RC single piers performance evaluation, 
vulnerability and loss function of reinforced concrete single piers and seismic hazard assessment of multi-
event model for a construction site, seismic event risk curve. This proposed method provided with the 
seismic risk indices such as annual expected loss and loss estimation by a specific earthquake. Then, 
numerical simulations of a hundred piers with different seismic performance were carried out. The 
relationship between design the strength and seismic risk indices was discussed with parametric 
numerical results. It was found that the relationship between the design strength and  seismic risk indices 
had been a negative correlation. 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


